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おわりに
――実際この世紀［２０世紀］は、極限的な苦痛を強いられた人たちが、自
分たちを迫害し追放した政治的枠組そのものを、一層純化した形で創出す
ることによって加害者へと逆転し、「犠牲者の犠牲者」という連鎖を生み
だすことになった。
はじめに
ここに引いたアフォリズム的表現は、とりわけ国家間政治において、い
く様にも考察の機会を指し示しているかに思われる。
たとえば、「ユダヤ人」の“極限的な苦痛”は「ユダヤ人国家」としての
イスラエル建国を経て“犠牲者の犠牲者”として「パレスチナ人」を生み
だしてきた。それは、“迫害され追放された”「難民」と「マイノリティ」
― ２４３ ―
による新たな「国民国家」の建設が、「難民」と「マイノリティ」を同時に
生みだす過程であった。果たして、「パレスチナ人」とは「先住民」であり
ながら、いく方から迫りくる大国（powers）によって強いられた「難民」で
あり「マイノリティ」でありつづけている。
その「ユダヤ人国家」もまた、多くの国家と同様に一枚岩ではない。イ
スラエル国籍（nationality）をもつ「アラブ人」の声を記録した D・グロス
マンは、「二級市民」の対象とされてきた「国内に居住する不在者（present
absentees）」の「永遠に宙吊りにされ、心がくじけるような仮の暮らし」に
耳を澄ます。あるいは、移民国家として「ユダヤ人国家」を捉えるとき、
人種差別の構造が積み重ねられてきた事実に突きあたる。モロッコ系など
「黒いユダヤ人たち」（「ミズラヒーム」）の姿は、「エスニック・イスラエ
ル」の多様性とそこに現存する〈境界〉の日常性を映しだしている。
一つの「国民国家」から捉えられる“連鎖”の現況は、今日なお国際秩
序のあり方を問いつづけている。それはどのように生みだされ“この世紀”
を紡ぎだしてきたのか。この問いに向き合うための焦点の一つは、国際秩
序を構成する基本単位としての「国民国家」の「つくられ方」ではないだ
ろうか。つくられる〈境界〉こそ「国家のさまざまな権力（powers）が著し
く刻み込まれる」場所でありつづけているからである。
本稿は、ここに設定する主題（民族自決とサン・レモ会議を中心とする
国際秩序の形成と難民）によって惹起されてきた事態の全体像に迫ろうと
するものではない。もとよりこのテーマに関する研究は多大に及んでお
り、事実への新たな解釈の提示を目的とするものでさえない。ただ、タイ
トルに付した課題に歩み寄ろうとするための一歩ではある。それは、“犠
牲者の犠牲者”が“連鎖を生みだす”に到った今日の世界を遡って解釈す
るための必然だと思われるからである。
まず、主題とする「難民」と「戦後秩序」について、理論的観点から問
題の所在を明示し、つぎに第一次大戦後のパリ会議からサン・レモ会議へ
と到る経緯と帰結を再構成しつつ課題の焦点と歴史的再検討の意義に迫り
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たい。最後に、これらから導かれたナショナリティの〈境界〉について「難
民」の視点から暫定的な結論を導き、問題の提起としたい。
Ⅰ ナショナリティという〈境界〉
「国際秩序」とナショナリティの〈境界〉
これまで、国際秩序を構成する「国民国家」が、難民をはじめ、その〈外
部〉に位置する人びとの存在を正当化してきた事実に接近する議論が積み
重ねられてきた。ここでの「存在」とは「望まれない人びと」――ときに
「非存在」でさえある。それゆえに、国家間政治のなかで「やっかいな」存
在でありつづけてきた。
たとえば、極度に抽象化された J・アガンベンの『人権の彼方へ』や、古
典ともいえる H・アーレントの『全体主義の起源』をテキストに、現代の
「難民」を論じた小森陽一らによれば、「難民」の根源は、領土＝国民（民
族）＝国家の三位一体の論理のなかに見出され、その境界それ自体の〈正
義〉に疑義が提示される。こうした批判的議論は「国民国家」の〈内側〉
と〈外側〉の双方に向けられる。「国民国家」を単位とする国際秩序の主権
性が問われつづけてきたゆえんでもある。
国際秩序が国家間の対外主権（state sovereignty）の境界を表現している
とすれば、「国民国家」はその境界線に包摂される対内主権によって「ナ
ショナリティ（nationality/ nation）」を保守する建前となっている。前者は、
国家の庇護を享受する権利に、後者は人民主権を体現する「デモクラシー」
「法の下の平等」「市民権」によって「囲い込まれる」ことを意味する。第
一次大戦後――「帝国」以後の世界において、「国民国家」は形式的には
「（人民の／民族の）自決」によってその正当性が主張されてきた。しかし、
これまでも指摘されてきたように、誰が自決の対象となるかが決定されな
ければ、自決自体が画餅である。
その境界の「前線」にあることを余儀なくされてきた人びとからみれば、
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国家間のパワー・ポリティクスが生みだしてきた現実は、その建前に沿う
にはほど遠い地点にあった。とりわけ、「自決」によって生みだされた「難
民」は、「自決」から排除された存在であらなければならないがゆえに、国
際秩序にも「抗わざる」をえない。もちろん、実際に抵抗し秩序に挑戦す
るわけではない。むしろ、強いられたがゆえの「難民」である以上、抵抗
の余地は本来的にありえない。
理論的観点から言えば、「自決」による境界画定は「難民」を生みださず
にはいかない。トートロジーと言うほかないが、主権的領域の設定が主権
者の特権化を正当化し、ただちに排除された者を沈黙に追いやるからであ
る。
したがって、「民族自決」による国際秩序の改編が〈正義〉であるか否か
について「正解」はありえない。重要なのは、その秩序が「より公正」で
あるか、「より不公正」な事実を覆い隠すためであるかについてアプロー
チすることにある。つまり、「民族自決」による境界画定がいかなる過程を
経て国際秩序として正当化され、そこで必然的に生みだされる「難民」が
国際秩序のなかでいかなる“役割”を果たしてきたのかを問うことである。
「国民国家」とナショナリティの〈境界〉
「国民」と「国家」という二つの概念が分かち難く結びついているがゆ
えに、「難民」から眺める〈境界〉の壁は重厚なのである。「どこかの」国
家の〈内側〉で生活を営む難民ではあるが、そのナショナリティは実質的
に架空のままであるからである。ここでナショナリティには少なくとも二
つの含意があり、また両者は表裏の関係にある。
第一は、国籍としてのナショナリティである。国籍を持たない者には、
否応なく法律上の制約が課せられる。それは、ナショナリティが「国民」の
主権性に依拠し、したがってデモクラシーの理念を反映しているために生
じる。「市民権」への制限であり、「法の下の平等」を享受できない〈外側〉
の居住者として扱われるであろう。端的には「二級市民」であり「デニズ
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ン」として捉えられてきた。ナショナリティは国籍とそれに伴う市民権の
問題にとどまらない。
第二は、「ネイション」としてのナショナリティである。ナショナリティ
がデモクラシーの反映であるのは、理念的にはネイションが文化的性質を
共有する共同体として把握されるからである。理念上デモクラシーは、民
族と国家とのいわば接着剤であり、「国民国家」の主権性の柱とされてい
るからである。かつての帝国や今日の移民国家では、必ずしも文化的多
様性が否定されるわけではないが、権力の中枢を構成する「国家民族」が
異質な存在を無条件に受け入れることはない。また、そこでは統合のシン
ボルとなる憲法や言語、宗教など「国民性」としてのナショナリティへの
「共通の了解」が前提されている。
したがって、これらは多くの場合でアイデンティティの〈境界〉として
も作用することになる。第一の場合で典型的なのは無国籍の人びとであろ
うし、第二のそれは国籍をもつ「ヴィジブル・マイノリティ」（たとえば
「黒いフランス人」）であろう。逆に言えば、人民主権を理念として成立し
てきた「国民国家」は、〈包摂〉された人びとの人権を保護する役割を担う
が、〈排除〉された人びと（国籍としてのナショナリティの有無にかかわら
ず）にとってこれほど「反デモクラシー」を表現するものはない。それが
主権的「国民国家」の解けないアポリアである。「難民」とは、この〈境界〉
からさえはみだした存在なのである。
Ⅱ 戦後秩序とナショナリティ：「民族」と「難民」の〈境界〉
戦後秩序と「民族自決」
「国民国家」の実相は多岐にわたり、それとして成立してきた契機も歴
史的に多様である。ただし、その〈境界〉を決定づけ、その枠組を充足さ
せてきた（もしくは充足させるための）最重要の要因はパワー・ポリティ
クスであり、その極点としての「世界戦争」であった。
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二つの世界大戦が多民族帝国の解体を惹き起こし、同時に新興国家の成
立を促進してきたことからわかるように、「国民国家」の最も大きな成立
条件は、新たな戦後秩序の構築における大国（主役）の関与と承認であっ
た。
まず、戦争が「国民国家」から秩序を形成する要因は戦争それ自体のあ
り方のなかにある。戦争の規模拡大と長期化は「総力戦」「総動員」体制を
導き、二つの大戦は「敵の顔」が明示されたうえでいわば「国民」対「国
民」の戦争となった。ナショナリズムの隆興がこうした戦争に付き纏う必
要条件であり、戦争それ自体がナショナリティを“鍛洗する”最大の貢献
者であった。つまり内側と外側の〈境界〉が最も明瞭に刻み込まれるので
ある。
逆に動員された植民地の人びともまたナショナリティへの自覚が促され
ていった。「民族自決」はつとに戦争目的の一つとして喧伝され、戦後秩序
の再編に際してこれらの運動をすべからず蔑ろにすることはできなかっ
た。ただ重要なことは、戦後秩序の再編には主役の思惑が直接反映され、
その字義に沿わず「民族自決」の是非を決定しそれを正当化するのは、自
決の主体ではないということである。付言すれば、「民族自決」によって
「国民国家」システムが世界化し国際秩序が洗い直されてきたとはいえ、こ
れが秩序再編の主要な焦点であったとは言えない。
逆に言えば、これらの〈境界〉の多くが戦争に関わるパワー・ポリティ
クスの産物でありながら、「民族自決」のロジックのもとに正当化されて
きたということである。たしかに、上述の「国民国家」理念からみれば、
この国際秩序は「過度に」多様で「歪な」「国民国家」から成っているかに
みえる。
たとえば、本稿で取り上げる第一次大戦後の戦後処理のなかで果たされ
た「民族自決」は「失敗」として論じられる。「民族自決」原則を掲げて
パリ会議に臨んだウィルソンは、たしかにデモクラシーの理念に沿ってそ
の実現を主張したが、英仏との妥協による植民地への不適用や少数民族間
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の紛争がその根拠とされる。本稿での問題は、どのような境界線を正当化
してきたかに加えて、必然的に（一時的であれ）ナショナリティの〈外部〉
にはじき出された「難民」からこの秩序のあり方を問い直すことである。
「難民」とナショナリティの〈境界〉
新たな「国民国家」の生誕を「産声」に譬えれば、それは同時に「死産」
を余儀なくする。人びとの〈包摂〉と〈排除〉は瞬時に規定され、「国際社
会」はこれに手を貸さざるをえない。「死産」は否応なく「難民」としての
痛苦を一定の人間に対して強制する。それが、「平和のための苦痛」を強い
るパワー・ポリティクスの一つの帰結である。ここに、少なくとも二つの
“アポリア”が生起することになる。
第一に、国際秩序の再編は、主権国家の領域としての境界を設定するが、
それらが無限に繰り返されようとも〈包摂〉「＝」〈排除〉から逃れること
はできない。それゆえの「国民国家」からなる国際秩序であるからであ
る。したがって、境界線の画定が問題にされるのは、この秩序原理を前提
にその主権的領域が絶対視されるかぎり、その苦痛を相対化するほかない
ということである（実際には〈境界〉がつねに絶対的かつ永続的であるこ
とはないが）。
第二に、したがって主権的「国民国家」からなる国際秩序は、自ら安定
的に永続させることが困難になるということである。つまり、かつての帝
国が内部の民族によって揺るがされ崩壊したように、〈排除〉することに
よって成り立つ権力主体は自らの内部に自家撞着の契機を孕んでいるから
である。「難民」や「マイノリティ」が〈境界〉の〈外部〉にいるとしても、
それが〈外部〉でありつづける保証はない。もちろん、〈外部〉を飼い馴ら
すことは可能かもしれない。しかしそれにしても永続的たりえようか。
ここに言う“アポリア”がそれとして今日に到る国際秩序において正当
化されているのは、結論的に言えばパワー・ポリティクスゆえであろう。
ただ、大仰に言えば、その秩序のあり方を批判的に捉え直す作業が必要で
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ありつづけるのは、ナショナリティの〈外部〉に晒され排除されている「難
民」や「マイノリティ」の「苦痛」を踏まえた秩序が望ましい「国際社会」
とは言えないからである。
Ⅲ 帝国の分割と「民族自決」：パリからサン・レモへ（１）
戦後秩序とサン・レモ：概略
「民族自決」問題は連合国がパリ会議に臨む焦点の一つとされていた。
会議の焦点からすれば必ずしもプライオリティの高いものではなかった
が、１９１７年以降、戦争目的の一つとして喧伝され、「新しい国際秩序」を見
通すためのイシューであることには違いなかった。ここでは、オスマン帝
国の分割を決定づけたサン・レモ会議に到る過程を中心に、戦後秩序構築
に関わる概略を整理しておきたい。
大戦勃発後の１６年５月、英―仏―露協商国間で秘密裡に締結された「サ
イクス＝ピコ協定（Sykes‐Picot Agreement）」は、オスマン・トルコのアラ
ブ人地域から帝国解体を促すために練られた。シリアとレバノン、モース
ル（現イラク北部）（仏）、シリア南部と南メソポタミア（英）、黒海東南
沿岸、ボスポラス海峡、ダーダネルス海峡両岸（露）を分割する、典型的
な領土再分割協定であった。
英国は、先立つ「フセイン＝マクマホン書簡」（１５年７月～１６年３月）を
通じてアラブ人の独立を示唆していたが、この協定はそれに沿ったもので
さえなかった。イスラームの聖地メッカのシャリーフであったフセイン・
イブン・アリーはオスマン帝国に蜂起し、ヒジャーズ王国を創設した（の
ちにイブン・サウードによりサウディ・アラビアとなる）。長期戦に及ぶ
なか、英国は対トルコの戦略を重厚に練りながら、文字通りの二枚舌外交
を展開していった。
１９１７年は、４月の米国参戦と１１月のロシア革命によって大戦それ自体の
ゆくえを決定づけていくことになった。ロシアは、革命直後に秘密外交の
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実態を暴露して「協定」から離脱するが、英国は、ロスチャイルド家から
の戦争協力を眼前の目的に、１７年にユダヤ人の「ナショナル・ホーム」建
設に賛意を示した「バルフォア宣言」（１７年１１月）とともに、両肩に“重
荷”を背負って中東アラブ地域の分割支配に邁進していった。
バルフォア宣言は英国外交の“汚点”であったとされるが、むしろその
“禍根”を置き去りにしたことが問われるであろうし問われつづけてき
た。その“禍根”をそれとして国際秩序に刻印したのが、サン・レモ会議
であった。もちろん、サイクス＝ピコ協定と２０年２月のロンドン会議の内
容を踏まえたサン・レモ会議で決定された内容は、そのとおりに戦後秩序
に反映されたわけではない。トルコの分割は正式には１９２３年のローザンヌ
条約によって確定することになる。
パリ会議に先立つ１８年１２月、ロンドンでは、ロイド＝ジョージとクレマ
ンソーがオスマン・トルコのアラブ人居住地に触手を伸ばす手はずを整え
ていた。ユダヤ人のホームランドと石油資源の確保がその焦点となった。
ロイド＝ジョージはメソポタミアとパレスチナ、モースル（油田地帯）と
エルサレムを要求し、クレマンソーには見返りとしてレバノンとシリアを
すでに約束していた。
１９２０年４月、分割された旧トルコ帝国領のアラブ地域をさらに分割し、
英仏が主として石油利権の確保を目的に委任統治を確定するための会議が
イタリアで開催された（英、仏、伊、日、ギリシャ、ベルギー）。仏は
「シリア」「レバノン」、英が「パレスチナ」「メソポタミア」を管理するこ
とが決定された。いずれも国際連盟による委任統治であった。
その直接の帰結は、パリ会議で自国の植民地に固執していた英仏がアラ
ブ地域の支配権を獲得し、アラブ人による「民族自決」（フセイン＝マク
マホン書簡）が反故にされたことである（２０年３月に「アラブ王国」が宣
言されたが、仏軍によってこれは制圧された）。問題は、この過程のなかで
地域が分割され、のちの長期にわたる中東戦争と「パレスチナ問題」のゆ
くえの“起点”となったことである。
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さらに、サン・レモ会議が示したのは、英国の二枚舌外交を糊塗するた
めの恣意的な境界画定がパリ会議を経て明からさまに刻み込まれた点にあ
る。それは、戦後秩序の構築に際してプライオリティの高い問題に対して、
英仏両国がそのいわば間隙を縫ってたどり着いた着地点であった（後述）。
サイクス＝ピコ協定に依拠して締結に至った「サン・レモ協定」は、ヨー
ロッパ東部地域における、パリ会議後の「民族自決」の「あいまいな帰結」
に連なってきたのである。
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 「英仏石油協定」とも俗称され、国際石油資本の話題として上ることが多い。
この会議で仏はトルコ石油会社株の２５％を取得、旧独支配下のシリアを統治
下においてパイプライン建設の権益を確保した。こののち、米国の参画に
よって、石油利権をめぐって欧米間での確執が展開されることになる。
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